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■ 主要指標の動き ■ 2017年7月21日時点（1週間前＝7月14日、3ヵ月前＝4月21日、6ヵ月前＝1月21日、1年前＝2016年7月21日） なお、休場の場合は、直前の営業日のデータを使用

注1 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注2 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注3 日本国債指数 ： ｼﾃｨ日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）

注4 先進国（除く日本）国債指数 ： ｼﾃｨ世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）

注5 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注6 新興国REIT指数 ： S&Pｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾘｰﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

各指数に関する著作権・知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※ 右表の為替レートは、原則としてニューヨーク
の17時時点のものであり、弊社投資信託の
基準価額の算定に用いられるものと大きく
異なることがあります。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%）ではなく、騰落幅*

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 16年末比

先進国（除く日本）株価 注1 9,230.94 ▲ 0.8 9.2 8.2 23.7 8.0
新興国株価　注2 2,288.42 0.1 13.7 17.0 31.2 18.7
日経平均株価 20,099.75 ▲ 0.1 7.9 5.0 19.6 5.2

TOPIX (東証株価指数) 1,629.99 0.3 9.5 6.3 21.7 7.3
JPX日経インデックス400 14,489.08 0.1 8.8 5.4 20.4 6.4
JPX日経中小型株指数 13,625.49 1.2 13.8 12.3 30.6 13.0
日経ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ平均 3,326.85 1.0 13.7 19.2 34.4 21.5

東証マザーズ 1,189.78 1.4 18.0 22.6 27.2 26.2
NYﾀﾞｳ 工業株30種 21,580.07 ▲ 0.3 5.0 8.8 16.5 9.2

S&P 500種 2,472.54 0.5 5.3 8.9 14.2 10.4

ナスダック総合 6,387.75 1.2 8.1 15.0 25.9 18.7
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 380.16 ▲ 1.7 0.5 4.8 11.6 5.2

英国　FTSE100 7,452.91 1.0 4.8 3.5 11.2 4.3

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 374.89 ▲ 2.0 1.6 6.4 17.9 7.0
ドイツ　DAX 12,240.06 ▲ 3.1 1.6 5.2 20.5 6.6

中国　上海総合 3,237.98 0.5 2.0 3.7 6.5 4.3

中国　上海A株 3,391.18 0.5 2.1 3.7 6.6 4.4

香港　ハンセン 26,706.09 1.2 11.1 16.7 21.4 21.4

香港 ﾊﾝｾﾝ中国企業株（H株） 10,787.13 0.6 7.3 11.0 19.1 14.8

香港 ﾊﾝｾﾝ中国ﾚｯﾄﾞﾁｯﾌﾟ 4,231.29 2.4 7.8 14.0 11.5 17.9

台湾　加権 10,436.70 ▲ 0.1 7.4 11.8 15.2 12.8
韓国　KOSPI 2,450.06 1.5 13.2 18.6 21.8 20.9

シンガポール　ST 3,314.12 0.8 5.6 10.1 12.7 15.0
マレーシア　FBM KLCI 1,759.16 0.2 0.2 5.7 6.1 7.2

タイ　SET 1,573.51 ▲ 0.3 0.2 0.7 4.7 2.0

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 5,765.42 ▲ 1.1 1.8 9.7 10.5 8.8

フィリピン　総合 7,989.73 1.3 5.4 10.5 ▲ 1.4 16.8
ベトナム　VN 761.86 ▲ 2.0 6.9 11.0 15.5 14.6

インド　SENSEX 32,028.89 0.0 9.1 18.5 15.6 20.3
豪州　S&P/ASX200 5,722.84 ▲ 0.7 ▲ 2.2 1.2 3.8 1.0
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ブラジル　ボベスパ 64,684.18 ▲ 1.1 1.4 0.3 14.2 7.4

メキシコ　ボルサ 51,564.62 0.8 5.3 11.3 8.9 13.0

アルゼンチン　メルバル 21,498.58 ▲ 1.7 3.5 12.9 36.3 27.1

ロシア　RTS（米ドル建て） 1,024.89 ▲ 1.9 ▲ 5.5 ▲ 10.0 8.2 ▲ 11.1

ロシア　MICEX 1,925.13 ▲ 1.8 ▲ 1.0 ▲ 10.9 ▲ 0.1 ▲ 13.8
ポーランド　ﾜﾙｼｬﾜWIG 61,979.52 ▲ 0.2 4.5 15.7 32.9 19.8

トルコ イスタンブール100 106,842.80 1.6 15.6 28.6 49.2 36.7
南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 54,162.71 1.1 3.8 3.1 2.2 6.9

エジプト　EGX30 13,715.06 ▲ 0.8 6.3 7.1 84.4 11.1
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日本国債　注3 358.00 0.1 ▲ 0.5 0.1 ▲ 3.6 ▲ 0.4
先進国（除く日本）国債　注4 450.18 0.1 6.6 2.9 5.2 1.4

新興国債券　注5 827.64 ▲ 0.6 3.5 2.8 8.9 1.8
日本国債10年物 0.067 -0.016 0.051 0.001 0.283 0.021
日本国債20年物 0.587 -0.014 0.027 -0.057 0.379 0.006
日本国債30年物 0.862 -0.012 0.102 0.053 0.584 0.139
米国債10年物 2.238 -0.095 -0.011 -0.230 0.681 -0.207 

ドイツ国債10年物 0.506 -0.091 0.253 0.085 0.523 0.298

イタリア国債10年物 2.072 -0.218 -0.190 0.049 0.827 0.257

スペイン国債10年物 1.451 -0.200 -0.244 -0.054 0.327 0.067
東証REIT（配当込み） 3,138.37 3.2 ▲ 3.7 ▲ 7.4 ▲ 7.3 ▲ 8.3
S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数

（ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）
452.39 ▲ 0.1 2.4 1.3 1.8 ▲ 0.0

新興国REIT指数　注6 268.34 ▲ 1.0 9.0 12.2 12.5 8.4
北海ブレント先物 48.06 ▲ 1.7 ▲ 7.5 ▲ 13.4 4.0 ▲ 15.4

WTI先物 45.77 ▲ 1.7 ▲ 7.8 ▲ 12.7 2.3 ▲ 14.8

ニューヨーク金先物 1,261.00 2.7 ▲ 2.2 4.7 ▲ 5.8 9.5
CRB指数 176.66 0.2 ▲ 2.9 ▲ 8.9 ▲ 3.8 ▲ 8.2

鉄鉱石(鉄分62%、青島受渡) 67.14 2.1 ▲ 1.6 ▲ 16.5 17.4 ▲ 14.9
S&P MLP指数 4,725.96 ▲ 1.8 ▲ 4.0 ▲ 3.3 1.1 ▲ 2.6
S&P BDC指数 224.20 0.0 ▲ 2.4 3.1 15.2 5.0

債
券

 
利
回
り

*

商
品
な
ど

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 16年末比

米ドル・インデックス 93.86 ▲ 1.4 ▲ 6.1 ▲ 6.8 ▲ 3.2 ▲ 8.2

米ドル 111.14 ▲ 1.2 1.9 ▲ 3.0 5.0 ▲ 5.0

カナダ・ドル 88.61 ▲ 0.5 9.6 3.0 9.6 1.7

ユーロ 129.60 0.4 10.8 5.6 11.1 5.4

英ポンド 144.46 ▲ 2.0 3.4 1.9 3.2 0.2

スイス・フラン 117.53 0.6 7.3 2.7 9.5 2.4

スウェーデン・クローナ 13.49 ▲ 0.4 11.0 4.7 9.5 4.7

アイスランド・クローネ 1.060 ▲ 2.4 6.2 4.5 22.4 2.6

ノルウェー・クローネ 13.84 0.7 10.1 2.3 11.1 2.2

デンマーク・クローネ 17.43 0.5 10.8 5.6 11.2 5.3

中国人民元 16.48 ▲ 1.0 4.1 ▲ 1.2 3.9 ▲ 2.1

香港ドル 14.14 ▲ 1.5 0.8 ▲ 4.3 3.6 ▲ 6.3

台湾ドル 3.66 ▲ 1.6 1.7 0.6 10.7 1.2
韓国ウォン（100ウォン当たり） 9.93 ▲ 0.3 3.3 1.8 6.8 2.5

シンガポール・ドル 81.58 ▲ 0.4 4.5 1.4 4.5 0.8

マレーシア・リンギ 25.94 ▲ 1.1 4.6 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.5

タイ・バーツ 3.32 ▲ 0.3 4.7 2.6 9.8 1.7
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ（100ルピア当たり） 0.834 ▲ 1.4 1.8 ▲ 2.5 3.2 ▲ 3.8

フィリピン・ペソ 2.19 ▲ 1.4 0.1 ▲ 4.4 ▲ 2.3 ▲ 7.0
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ（100ドン当たり） 0.489 ▲ 1.3 1.7 ▲ 3.7 3.0 ▲ 4.9

インド・ルピー 1.73 ▲ 1.0 2.4 2.7 9.7 0.3

オーストラリア・ドル 87.98 ▲ 0.1 7.2 1.6 10.9 4.5

ニュージーランド・ドル 82.83 0.2 8.5 0.8 11.9 2.0

ブラジル・レアル 35.37 ▲ 0.1 2.0 ▲ 2.1 9.3 ▲ 1.7

メキシコ・ペソ 6.30 ▲ 1.8 8.6 18.6 10.5 11.5

アルゼンチン・ペソ 6.39 ▲ 4.4 ▲ 9.4 ▲ 11.4 ▲ 9.5 ▲ 13.4
ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ（100ペソ当たり） 3.69 ▲ 0.8 ▲ 2.7 ▲ 6.0 2.5 ▲ 5.4
チリ・ペソ（100ペソ当たり） 17.07 ▲ 0.3 2.2 ▲ 2.2 4.9 ▲ 2.2

ペルー・ヌエボ・ソル 34.20 ▲ 1.2 1.6 ▲ 1.6 7.5 ▲ 1.9

ロシア・ルーブル 1.88 ▲ 1.6 ▲ 2.6 ▲ 2.5 14.2 ▲ 1.1

ポーランド・ズロチ 30.38 ▲ 1.0 10.7 8.2 13.6 8.7
ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 42.43 0.6 13.4 7.0 14.2 6.6

ルーマニア・レイ 28.37 0.3 10.0 4.0 8.4 4.6

トルコ・リラ 31.42 ▲ 1.2 4.5 3.5 ▲ 8.9 ▲ 5.3

南アフリカ・ランド 8.60 ▲ 0.3 3.4 2.0 15.6 0.9

エジプト・ポンド 6.22 ▲ 0.7 3.2 2.2 ▲ 47.8 ▲ 3.6
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■ 先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

主要指標がそろって予想を上回る

4-6月期のGDPは前年同期比+6.9%と、前期と同率となった。また、6月の鉱工業
生産は前年同月比+7.6%、小売売上高も+11.0%と、ともに伸びが加速した。1-6月
累計の都市部固定資産投資は前年同期比+8.6%だった。いずれも市場予想を上
回ったが、前週末に開かれた金融工作会議で、習近平国家主席が規制強化を示
唆したほか、IPO(新規株式公開)の加速を示唆する議論が行なわれたことなどを受
け、中国株式相場は小型株や新興株を中心に下落した。

ﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指数は予想を下回る

7月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指数は前月比▲10.0ﾎﾟｲﾝﾄの9.8と、予想(15.0)を下
回った。株式相場はほぼ横ばいだったが、週内に予定されていたｵﾊﾞﾏｹｱ(医療保
険制度改革法)代替法案の採決が翌週に延期され、ﾍﾙｽｹｱ関連株が軟調となっ
た。なお、利食い売りなどから、原油先物が6日ぶりに下落した。18日には、冴え
ない米経済指標の発表が相次いだことなどを受け、円相場が一時、1ﾄﾞﾙ=111円台
に上昇するなど、円高となったことなどから、日本の株式相場が下落した。

ｵﾊﾞﾏｹｱ代替法案の採決を見送り

共和党上院指導部は、党内でｵﾊﾞﾏｹｱ代替法案への反対が増えたことを受け、早
期採決を断念、代わりにｵﾊﾞﾏｹｱ廃止法案を翌週に採決する方針を示した。税制改
革やｲﾝﾌﾗ投資など、ﾄﾗﾝﾌﾟ政権の他の政策への影響が懸念されたほか、年内の
米追加利上げを疑問視する見方が拡がり、欧米の国債利回りが低下したほか、ﾄﾞ
ﾙが売られた。また、米大手投資銀行の4-6月期のﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ収益の急減が明ら
かになったこともあり、欧米の金融株が売られ、ﾕｰﾛ高が嫌気された欧州株式相場
は下落した。一方、米国では、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種は下落したものの、ﾊｲﾃｸ
株が買われたことなどから、S&P500、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合の両指数は上昇し、ともに 高
値を更新した。ﾄﾞﾙ安に加え、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱが原油輸出の日量100万ﾊﾞﾚﾙの追加削
減を検討していると一部で報じられこともあり、原油先物が反発した。ﾆｭｰﾖｰｸ金先
物も買われ、6月末以来の水準となった。

住宅着工件数、建設許可件数はともに予想を上回る増加

6月の住宅着工件数は前月比+8.3%の年率換算121.5万戸と、4ヵ月ぶりの増加、
建設許可件数も+7.4%の125.4万戸と、3ヵ月ぶりの増加だった。ともに予想(それぞ
れ、116.0万戸、120.1万戸)も上回った。米株式相場は、本格化した4-6月期の企
業決算発表への期待や、米週間統計での原油およびｶﾞｿﾘﾝの在庫減少を背景とし
た原油先物の続伸などを受けて上昇し、主要3指数が揃って 高値を更新したほ
か、S&P500IT指数もITﾊﾞﾌﾞﾙ時の2000年3月の高値を抜き、 高値を更新した。

2%の物価目標の達成時期を19年度ごろに1年先送り

日銀は、現行の金融緩和策の維持を金融政策決定会合で決めた。また、2017、
18年度の経済成長見通しを引き上げた一方、19年度までの物価見通しを引き下
げ、2%の物価目標の達成時期を19年度ごろへ1年先送りした。株式相場は、金融
緩和の出口は先になるとの見方などから上昇した。なお、6月の輸出額速報値は
前年同月比+9.7%と、7ヵ月連続の増加となり、予想を0.2ﾎﾟｲﾝﾄ上回った。

19日
（水）

米国

7月
17日
（月）

○

中国

△

米国

米国

20日
（木）

△
18日
（火）

△

日本

△

■ 今週の主な注目点 ■ （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）
日付 注目度 指標など（コメント）

7月の総合PMI(購買担当者指数)速報

6月は前月比▲0.5ﾎﾟｲﾝﾄの56.3だった。同指数は50が景況感の境目。7月の予想
は56.2となっている。

6月の中古住宅販売件数

5月は前月比+1.1%の年率換算562万戸だった。6月の予想は557万戸。

7月の消費者信頼感指数

6月は前月比+1.3ﾎﾟｲﾝﾄの118.9と、3ヵ月ぶりの上昇。7月の予想は116.0。

6月の新築住宅販売件数

5月は前月比+2.9%の年率換算61.0万戸だった。6月の予想は61.5万戸。

6月の耐久財受注速報

5月は、全体が前月比▲0.8%と、2ヵ月連続減だったが、航空機を除く非国防資本
財ﾍﾞｰｽでは+0.2%だった。6月の予想はそれぞれ、+3.5%、+0.3%。

6月の消費者物価指数(除く生鮮食品)

5月は前年同月比+0.4%に伸びが高まった。6月の予想も+0.4%となっている。

4-6月期のGDP速報

1-3月期は前期比年率+1.4%に伸びが鈍化した。4-6月期の予想は+2.5%。
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上記のほか、米国ではFRB(連邦準備制度理事会)が25･26日にFOMC(連邦公開市場委員会)を開催する
が、現行政策の維持が有力視されている。また、ﾛｼｱｹﾞｰﾄ疑惑に絡んで、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領の娘婿ｸｼｭﾅｰ上級
顧問が24、25日に議会で証言する。26日にはﾌﾞﾗｼﾞﾙで中央銀行の金融政策委員会が開かれ、追加利下
げ(10.25%→9.25%)が見込まれている。

ECB(欧州中央銀行)、量的金融緩和策縮小の議論は今秋に

ECBは、現行の金融緩和策の維持を理事会で決定し、量的金融緩和策について、
必要があれば規模や期間の拡大が可能との文言を声明に残した。また、ﾄﾞﾗｷﾞ総
裁は会見で、量的金融緩和策縮小の議論は秋に行なうが、忍耐が必要などと述
べ、縮小ﾍﾟｰｽが緩やかになる可能性を示唆した。翌日にかけて、ﾕｰﾛ圏の国債利
回りが低下したが、ﾕｰﾛは買われた。株式相場はﾕｰﾛ高を嫌気して下落した。

大統領周辺のﾋﾞｼﾞﾈｽに調査が拡がる

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領周辺とﾛｼｱとの不透明な関係「ﾛｼｱｹﾞｰﾄ疑惑｣を捜査しているﾓﾗｰ特別
検察官が、大統領や関係者のﾋﾞｼﾞﾈｽなども調査していると伝わった。ﾄﾞﾙが売ら
れ、円相場が111円台に上昇したほか、金先物が買われた。株式相場全般はほ
ぼ横ばいで、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数が 高値を更新したが、買いが鈍る場面もあった。
なお、7月のﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連銀景気指数は2016年11月以来の低い水準に低下した。

大統領報道官が辞任

ｽﾊﾟｲｻｰ大統領報道官の辞任が発表された。理由は、大統領が決めた広報部長
人事への反発と報じられた。政権運営の不安定さなどが意識され、ﾄﾞﾙが売られ
た。また、OPEC(石油輸出国機構)の産油量が7月に増加するとの一部予想などを
背景に原油先物が大きく下落し、ｴﾈﾙｷﾞｰ関連株が売られたほか、利益確定売り
などもあり、株式相場が下落した一方、国債が買われ、利回りが低下した。
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